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いて、他国への輸出を規制している。第 2 は外交政策上の目的（Foreign policy controls）で
ある。米国の対外政策上の目的を達成するための規制であり、例えば地域の安定、人権、対
テロ、ミサイル技術および生物化学兵器の拡散といった問題に対処するためのものである。
第 3 の目的は、国家安全保障上の規制である（National security controls）。米国の国家安全
保障にとって脅威となる国への、軍事能力に貢献するような製品や技術の輸出を規制してい
る。このときの輸出許可の権限は大統領に、実際の執行の権限は商務長官にあった。そして
ECA49 の成立と同年に COCOM も成立し、多国間での枠組みと、それを裏打ちする国内での
輸出規制の法的措置とが整ったのである。
　ECA49 は時限立法であったので、数年おきに更新する必要があった。1951、53、56、58、




正が起こった。すなわち 1969 年に米議会は、「輸出管理法（the Export Administration Act、




























出管理法（以下、EAA79）」が、1990 年代を通じて 2000 年まで延長されたという事実から
も、輸出規制の基礎がここである程度定まったということができる。このときの修正とは、






























　1989 年にこの EAA79 が再び 1 年間延長され、90 年に更新の時期が訪れたとき、議会内で
は冷戦後の世界における輸出管理のあり方についてコンセンサスを確立することができず、
EAA79 の改正においても合意点を得ることができなかった23。この第 101 回議会（1989-1990
年）以来、議会内では EAA79 の改正手続きに関して何の合意も得られないまま 1990 年
代および 2000 年代を終えようとしているのである。その間 EAA79 は、1990、93、94 年
に、「国際緊急事態経済権限法（the International Emergency Economic Powers Act、以下
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IEEPA）」24 に基づいて延長されたのち、1994 年 8 月 19 日には IEEPA 下に発行された大統領
令第 12924 号の下、2000 年まで 6 年間延長された。2000 年には、上下両院を通過し同年 11
月 13 日に大統領の署名を得た P.L.106-508 によって、EAA79 が翌 2001 年 8 月 20 日まで延長
されることとなった。それ以後は再び、IEEPA に基づく大統領令によってその効力が延長さ
れている。すなわち 2001 年 8 月 17 日に出された大統領令第 13222 号に始まり、毎年更新さ
れてきたのである。
　このような IEEPA の下で、EAA79 が暫定的に延長されることについてはいくつか問題点
があるため25、議会はこれを解決するために EAA79 の修正を行おうとさまざまな法案を提出
したが、現在に至ってもなお、修正のための合意が形成されないままの状況にある。
　例えば、EAA を書き直そうという法案は、第 104 議会、第 105 議会、第 106 回議会、第











































とになった。これを契機に中国への貿易統制の緩和が行われ、1980 年 4 月には中国のみを対













































































席（当時）は 1991 年 6 月、「戦時にも平時にも適用できる軍民両用のテレコミュニケーショ

































　米中間における二国間合意は、まず 1989 年 1 月に調印された 6 年間の「打ち上げに関する
米中二国間合意」を根拠としてきた。この合意を更新する形で、1995 年にはさらに 7 年間の



































が成立し、1989-94 年の間に 9 基を超えない衛星の打ち上げが認められるようになったのであ
る55。
　次なる転機は 1989 年の天安門事件によってもたらされた。事件直後、ブッシュ大統領はす
べての衛星の輸出を 1999 年 12 月まで延期した56。これは「天安門制裁」と呼ばれ、大統領は
衛星打ち上げが国益にかなうと考える場合、あるいは中国の人権・政治状況が改善されたと
考える場合に、制裁を個別に解除できることになっている。これに従って、89 年 12 月には早
くも 3 基の衛星の輸出を許可した。
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訪れた。1990 年 11 月ブッシュ大統領は、安全保障上の利益が著しく侵害されない限りにおい
て両用品を国務省の軍需品リストから除外するよう要求した58。これを受けて、国務省主導で
国防総省や商務省などがリストの見直しを共同で行った。この時、衛星は軍事的に微妙な位




つの事件が起こっていた。1995 年 1 月と 1996 年 2 月の 2 度にわたり、中国での衛星打ち上げ
に失敗するという事故が起こったのである。1 度目は長征ロケットが打ち上げ後に爆発し、ヒ







めなのか、96 年まで中国の打ち上げは 4 回に 1 回は爆破していたのだが、それ以降 10 回の打
ち上げをすべて成功させている59。
　各社から米政府への報告は、中国との情報共有の後になされた。このため司法省が機密漏















コックスを委員長とする特別委員会は超党派で調査を行い、98 年 12 月に提出された「コック
ス報告書」では、中国がスパイのネットワークを使って米国から核機密やその他の軍事技術
を数十年にわたって入手していたという事実が確定された60。報告書によれば、この窃盗は遅










関連する事項」の B 節「衛星の輸出管理」において、第 1511 条から第 1516 条が詳細な輸出
管理の内容を規定している。例えば 2009 年には、この第 1512 条に基づいて、オバマ大統領
が 3 月 4 日には人工環境装置について61、3 月 17 日には微粒子グラファイトなどについて62、
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